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１ 策定の目的

○老人福祉法第20条の8の規定に基づく「市町村老人福祉計画」と介護保険法第117条の
規定に基づく「介護保険事業計画」を一体的に策定する法定計画である。

○高齢者に関する施策を一体的に推進するため、青森市の総合計画の「分野別計画」に

位置付ける。

２ 計画の位置づけ

○高齢者がいきいきとした生活を送り、住み慣れた地域や家庭で安心して暮らすことができ
るよう、高齢者福祉施策や介護保険事業の一層の充実を図る必要があることから、平成
２６年度で計画期間が終了する現行計画（第５期計画）を改定し、新たに平成２７年度から
２９年度までを期間とする「青森市高齢者福祉・介護保険事業計画（第６期計画）を策定す
るものである。

青森市高齢者福祉・介護保険事業計画（第６期計画）の概要
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３ 計画期間

○平成２７年度から平成２９年度までの３ヵ年計画
（介護保険法第１１７条第１項の規定に基づき、３年を１期とする）

（１）検討組織
青森市健康福祉審議会高齢者福祉専門分科会（臨時委員５名追加）

（２）市民意見の反映

○アンケート調査（ニーズ調査）の実施

○パブリックコメントの実施

４ 策定体制等
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第６期計画検討内容今日的課題

第６期高齢者福祉事業計画　基本的事項（第６期計画への展望）

高齢者の尊厳の保持

認知症施策の充実
虐待対策の強化

見守り体制の強化　など

平均寿命・健康寿命の延伸

健康づくりの強化
介護予防の充実

在宅医療、生活支援の充実

医療・介護の連携強化
生活支援サービスの充実
地域ケア会議の強化　など

社会参加と生きがいづくり

社会活動への参加促進
就労機会の創出

高齢者の安全・安心の確保

災害時の援助充実
交通安全の啓発
消費相談の充実

高齢化の進展

一人ぐらし高齢者、
認知症高齢者の増加

平均寿命が全国ワースト4位

孤独死・虐待事例の顕在化

交通事故、振込め詐欺、
消費トラブル等の増加

在宅志向、就労志向の高まり

地域コミュニティの希薄化

現在の計画（第５期）

高齢者の地域生活支援の充実

生活支援の充実
地域包括支援センターを拠点とした地域ケア体制の充実

高齢者福祉施設サービスの充実

高齢者の生きがいづくりの充実

交流機会の充実
社会参加の促進

介護サービスの充実

持続可能な介護体制の構築
適正なサービス提供体制の確立

互いを尊重し支え合う社会の形成
　

ノーマライゼーション・人権擁護の推進

高齢者の安全・安心の確保

高齢者の安全・安心の確保
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第６期介護保険事業計画 基本的事項 （国基本指針の項目素案）

１ 地域包括ケアシステムの基本的理念

２ 認知症施策の推進

３ 2025年（平成37年）を見据えた地域包括システムの構築に向けた目標

４ 地域包括ケアシステムの構築を進める地域づくり

５ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び資質の向上

６ 介護サービス情報の公表

７ 介護給付等に要する費用の適正化

８ 市町村相互間の連携及び市町村と都道府県との間の連携

第１ サービス提供体制の確保及び事業実施に関する基本的事項

(1) 介護給付等対象サービスの充実・強化
(2) 医療との連携による継続的な支援体制の整備
(3) 介護予防の推進
(4) 日常生活を支援する体制の整備
(5) 高齢者の住まいの安定的な確保
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第２ 市町村介護保険事業計画の作成に関する事項

１ 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項

（１）基本理念、達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化

（２）2025年度（平成37年度）の推計及び第6期の目標

（３）市町村介護保険事業計画の作成のための体制の整備

（４）要介護者等地域の実態の把握

（５）日常生活圏域の設定

（６）他の計画との関係

（７）その他

２ 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項

（１）日常生活圏域

（２）各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込

（３）各年度における地域支援事業の量の見込
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３ 市町村介護保険事業計画の任意記載事項

（１）地域包括ケアシステム構築のため重点的に取り組むことが必要な事項

（２）各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確保のための方策

（３）各年度における地域支援事業に要する費用の額及びその見込量の確保のための方策

（４）介護給付対象サービス、予防給付対象サービス及び地域支援事業の円滑な提供を図る

ための事業に関する事項

（５）市町村独自事業に関する事項

（６）介護給付等に要する費用の適正化に関する事項
（７）療養病床の円滑な転換を図るための事業に関する事項

① 在宅医療・介護連携の推進
② 認知症施策の推進
③ 被保険者の地域における自立した日常生活の支援
④ 日常生活を支援する体制の整備
⑤ 高齢者の居住安定に係る施策との連携


